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研究要旨 

【背景】我が国においては核家族化が進み、頼れる身内が近隣にいない共働き家庭が増

加している。このような社会状況下において、子育て世代が仕事を継続していくために、

病児・病後児保育はニーズの高い保育サービスの一つとなっている。需要が高まり多様

化している病児・病後児保育の質の確保は喫緊の課題である。また、保育所における看

護師の配置は約 30%にとどまっており、保育保健の充実が求められている。 

【目的】本研究は、全国の病児・病後児保育の実態把握を行ったうえで実践的標準化マ

ニュアルを作成し、病児・病後児保育の質向上の普及に寄与することを目的とする。ま

た、保育所における看護師の役割及び必要な人員配置を明確化し、保育保健マニュアル

を作成することにより、子ども達の健康及び安全を守るための基盤を確立する。今年度

の研究は、全国の病児・病後児保育施設における実態と課題を明確に把握することを目

的として行った。 

【方法】平成 24 年度全国の病児・病後児保育事業補助金交付 1604 施設（病児対応型

557 施設、病後児対応型 540 施設、体調不良児対応型 507 施設）を対象として、平成

25 年 7 月に本研究班作成調査票を送付し、返信用封筒にて返信いただいた（回収率

67%）。連結可能匿名化データの統計解析は臨床研究情報センターで実施した。 

【結果】 

①人員配置：病児・病後児保育利用児童は、0歳児 10%、1歳児 33%、2歳児 18%で、

3歳未満の児童が 61%をしめていた。各施設の常勤換算保育士 1人あたりの児童数の中

央値は、病児対応型では保育士 1人あたり児童 2.0人、病後児対応型では保育士 1人あ

たり児童 3.0人であった。各施設の看護職員 1人あたりの児童数中央値は、病児・病後

児ともに、看護職員 1人あたり児童 4.0人であった。 

②運営課題：「自施設の病児・病後児保育運営上困っている課題」は、病児対応型では

「利用児童数の日々の変動」（65%）、「当日利用のキャンセル」（50%）、「人件費等採算

（赤字）」（40%）であったのに対し、病後児対応型では「利用が少ない」（43%）が最も

多かった。また、医療機関併設でない施設においては「医療機関との連携」が課題とし

てあげられた。 
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Ａ．研究目的 

需要が高まり多様化している病児・病後

児保育においては、質の確保が喫緊の課題

となっている。本研究は、全国の病児・病

後児保育の実態把握を行ったうえで、人員

配置等の提言及び実践的標準化マニュアル

の作成を行い、病児・病後児保育の質向上

の普及に寄与することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

平成24年度全国病児・病後児保育事業補

助金交付1604施設（病児対応型557施設、病

後児対応型540施設、体調不良児対応型507

施設）を対象として、平成25年7月に、本研

究班が作成した調査票（病児対応型・病後

児対応型：参考資料②、体調不良児対応型：

参考資料③）を送付した。調査票は記入の

うえ、返信用封筒にて返信してもらった（回

収率67.4%）。連結可能匿名化データの統計

解析は、先端医療振興財団 臨床研究情報セ

ンター 統計解析部で実施した。 

なお、本調査は、疫学研究の倫理指針に

従い、京都府立医科大学倫理審査委員会の

承認を得た後に開始した。実態調査に際し

ては、日本保育園保健協議会および全国病

児保育協議会ホームページにおいて調査に

関する情報公開を行い、各施設へ趣旨につ

いての説明を記載した協力依頼文（参考資

料①）を添付のうえ調査票を送付した。な

お、利用児童名等の個人情報は一切取り扱

わず、本調査への非回答や回答内容が各施

設の不利益となることがないよう十分な配

慮のうえに実施した。 

 

Ｃ．結 果 

以下結果の[□] は、平成 25年 7月に実

施した全国病児・病後児保育施設アンケー

ト調査における病児・病後児対応型施設解

析結果の関連する調査項目番号を示す。 

 

1. 病児保育施設数と合計特殊出生率の相

関性 

5歳未満人口 10万対病児保育施設数上位

10都道府県のうち 6県は、平成 24年度合

計特殊出生率上位 10都道府県に位置して

いた[付表 3-4]。なお、5歳未満人口 10万対

病後児保育施設数及び体調不良児対応型施

設数と合計特殊出生率には有意な相関は認

められなかった。 

 

2. 人員配置 

病児・病後児保育利用児童は、0歳児 10%、

1歳児 33%、2歳児 18%で、3歳未満の児

が 61%をしめていた[B17]。各施設の常勤換

算保育士 1人あたりの児童数中央値は、病

児対応型では保育士 1人あたり児童 2.0人、

病後児対応型では保育士 1人あたり児童

3.0人であった[C19]。各施設の看護職員 1

人あたりの児童数中央値は、病児・病後児

ともに、看護職員 1人あたり児童 4.0人で

あった[C19]。なお、病児対応型・病後児対

応型ともに、開始時刻は午前 8時、終了時

刻は午後 6時、開室時間（開始時刻～終了

時刻）は 10時間の施設が最も多く[A11]、

職員配置に関して 1日のシフト体制が必要

な状況にあった。 

 

3. 専門職としての人材育成 

病児・病後児保育従事に際して、保育士・

看護師への研修が必要であるという回答が

89%にのぼった[E29]。また、「自施設の病

児・病後児保育で十分にできていないと思



うもの」において、「病児・病後児に対応で

きる保育士研修」が病児対応型で最も多く

（29%）、病後児対応型でも 2番目に多い課

題であった（37%）[E33]。病児対応型施設

研修実施主催機関として、最も回答が多か

ったのが全国病児保育協議会（53%）であ

った[E27]。しかしながら、全国病児保育協

議会加盟施設は、病児対応型においては

55%であったが、病後児対応型は 18%、の

みであった[回収結果]。 

保育所併設型においては、医療機関雇用

との待遇の格差・賃金の格差[D24]で看護職

員確保が困難な傾向があり、また、業務内

容でのモチベーションの維持が難しい現状

もある[アンケート調査自由記載・ヒアリング

調査より]。 

 

4. 運営上の課題 

「自施設の病児・病後児保育運営上困っ

ている課題」は、病児対応型では「利用児

童数の日々の変動」（65%）、「当日利用のキ

ャンセル」（50%）、「人件費等採算（赤字）」

（40%）であったのに対し、病後児対応型

では「利用が少ない」（43%）が最も多かっ

た[E34]。また、医療機関併設でない施設に

おいては「医療機関との連携」が課題とし

てあげられた。 

① 利用児童数：年間述べ利用児童数の中央

値は、病後児対応型施設が 90人であったの

に対し、病児対応型施設は 577人であった

[B16]。また、1施設あたりの定員に対する

利用率は、病児対応型が 45%であったのに

対し、病後児対応型は 16%であった

[B15-A4-A10]。各施設の[最も利用児童が多

かった月の述べ利用児童数]と[最も利用児

童が少なかった月の述べ利用児童数]の比

の中央値は 2.7であり、感染症の流行状況

等により、月による利用児童数の変動が 2.7

倍あることが示された[B16]。 

② 当日キャンセル：1施設あたりのキャン

セル率は、病児対応型・病後児対応型とも

に平均 25%にのぼった[B16]。 

③ 不採算性：年間利用児童数が少ない施設

のみでなく、多い施設においても不採算（赤

字）が課題となっている[D24] [E34]。 

④ 地域連携：医療機関との連携は「必要だ

と思うが十分にできていない」と回答した

施設は 48%[E30]、地域の保育所との連携は

「必要だと思うが十分にできていない」と

回答した施設は 59%におよんだ[E31]。他の

病児・病後児保育施設やファミリー・サポ

ート・センター事業との連携に関しては、

「連携なし」と回答した施設は 50%であっ

た[E32]。また、「自施設の病児・病後児保

育で十分にできていないと思うもの」は、

病後児対応型において「医療機関との連携」

（41%）が最も多く、3 番目が「緊急時バ

ックアップ体制」（30%）であった[E33]。

これらは医療機関併設型以外の施設におい

て高率であった。 

 

5. 先進的取組・工夫 

本アンケート調査にて、病児・病後児保

育施設における地域連携、運営課題解決及

び保育や看護の充実等に関する先進的取

組・工夫事例を把握し、26施設（病児対応

型 20施設、病後児対応型 6施設）を事例集

としてとりまとめた。なお、このうち 3施

設については、ヒアリング調査を実施した。

本事例集は実践モデルとして各病児・病後

児保育施設の現場での取組に活用してもら

えるものと期待している。 



Ｄ．考 察 

1. 病児保育施設数と合計特殊出生率の相

関性 

5歳未満人口 10万対病児保育施設数上位

10都道府県のうち 6県が、平成 24年度合

計特殊出生率上位 10都道府県に位置して

いたことについては、病児保育施設の整備

が出生率の向上につながっている効果と出

生率の向上によりニーズが高まり病児保育

施設が多くなっているという両方の因果関

係が考察される。 

 

2. 人員配置 

3歳未満の乳幼児が利用児童の 6割をし

めており、感染症に罹患し回復期に至って

いない病児 3人を 1人の保育士で「他児へ

の感染を配慮」（病児・病後児保育事業実施

要綱：参考資料④ ７ 留意事項（２）感染

の防止 ①）し、病児が安心して過ごせる環

境を整える（同要綱 ５ 実施要件（１）病

児対応型 ①）ことは現実的に困難な場会が

ある。また、病児、特に利用児童の中心で

ある乳幼児に関しては、状態の変化や急変

等に対応可能な体制が必須である。病児・

病後児保育については、保育所の職員配置

基準に、感染症に罹患している乳幼児に対

する保育や看護の実践、急変等への緊急対

応可能な体制、室内感染防止策が可能とな

る体制を上乗せして、保育士の配置基準を

考える必要がある。病児対応型の実際の現

場においても、これらの対応が実施可能な

体制として、利用児童２人につき保育士１

名が配置されている実態にあると考えられ

る。 

以上の理由から、病児保育施設における

保育士の配置基準は現行の「利用児童おお

むね３人につき１名以上」より、手厚い配

置への改訂が望まれる。 

 

3. 専門職としての人材育成 

病児・病後児の適切な保育のために、保

育士には保育にプラスして、感染症の知識

の取得及び小児の病態を把握したうえでの、

個々の状態にあわせた個別の保育の実践が

求められる。看護師にも、医療機関での看

護とは異なる専門性が求められる。全国病

児保育協議会は平成 24年度より、病児・病

後児保育に関わる人材育成として加盟施設

に限定して病児保育専門士の認定制度を開

始したが、全国病児保育協議会に加盟して

いない施設も半数を超える。また、病児・

病後児保育に従事する保育士・看護師研修

に関しても多くの施設が必要としているが、

十分にできていないことが課題としてあげ

られている。 

以上より、保育士・看護師資格に加え、

一定の研修や実習による人材育成の推進が

望まれる。病児・病後児保育の質の向上の

ために、定期的に各地域において従事者研

修が実施されることが必要である。研修の

実施調整主体としては、地域の状況や資源

を把握している市町村または都道府県が適

切であると考えられる。これらの専門職の

人材育成は、保育所に入所する乳幼児が急

増している現状において、保育保健の充

実・強化につながる人材としても期待され

る。 

 給与に関しては、保育士は一般保育所の

保育士と同等、看護職員は医療機関従事者

より明らかに低額な現状にあるが、子育て

支援のセーフティネットとしての病児・病

後児保育の知識・技術を有する専門職とし



て処遇の保障が望まれる。 

 

4. 運営上の課題 

利用児童数の日々の変動及びキャンセル

率の高さが、病児・病後児保育の運営を困

難にしている。利用が少ないことが課題と

なっている病後児保育の有効利用の工夫と

ともに、運営が成り立つような配慮が必要

である。病後児が完全に回復した後に集団

保育に復帰することはその児童本人にとっ

ても、保育所での感染拡大防止の面からも

重要であり、病後児保育が有効に機能する

ことで保育保健の向上が期待される。また、

利用児童数の変動及び当日の利用児童の状

態に対して、柔軟に対応できる職員配置が

可能となる支援が必要である。不採算性に

ついては、多くの病児対応型施設では、病

児に対応するため国の実施要綱（参考資料

④）より手厚い配置（利用児童２人につき

保育士１名）としており、補助金に比し人

件費が上回ることが主な要因である一方、

病後児対応型では、利用児童が少ないこと

が主な要因と考察される。 

これらの課題を各病児・病後児保育施設

単独で解決していくことは困難であり、予

算措置に加えて、都道府県や市町村が必要

に応じて、地域の保育所、医療機関、地区

医師会、子育て支援 NPO等と連携のうえ

支援し、解決していくことが必要であると

考えられた。 

病児・病後児保育事業の実施主体は市町

村であるが、地域の状況により、複数の市

町村が協力し、広域的な連携の取り組みも

始まっており、地域の状況により、広域的

なネットワークも有用なものと期待される。

病児・病後児保育施設と地域の保育所及び

保健所等との連携により、地域の感染症流

行情報等のリアルタイムでの相互共有が可

能となれば、感染症流行防止の適切な早期

対策が期待される。また、病児・病後児保

育施設の看護師・保育士により保育所等へ

感染症対応のための巡回等支援が行われる

と、地域における保育保健の向上への寄与

が期待される。利用児童数の日々の変動に

対応可能な柔軟な保育士・看護師の体制も、

単独施設では困難であるが、すでに地域連

携ネットワークで対応可能としている地域

も複数あった[取組・工夫事例集参照]。 

地域連携により、回復期に至っていない

病児は医療機関併設で安心な病児対応型で

の保育・看護、回復期は病後児対応型での

病後児保育、完全回復後にいつもの保育所

へというような児童の状態にあわせた柔軟

な対応が可能となれば、保育所での適切な

保育保健の推進にもつながることものと考

えられる。また、利用が多い医療機関併設

型と利用が少ない保育所併設型の地域連携

により、双方にとって運営の効率化につな

がることが期待される。なお、連携医療機

関の医師は緊急時バックアップの基盤とも

なるため、ボランティアではなく、医師管

理料の保障が望まれる。 

 

Ｅ．結 論 

 全国病児・病後児保育施設を対象とした

アンケート調査により、病児・病後児保育

施設の実態と課題を明らかにすることがで

き、病児・病後児保育事業に関する提言を

作成した。 

 次年度は、本調査結果及び現在行ってい

る保育保健調査の結果をふまえ、人材育成

のための地域研修の内容を含めた病児保育



及び保育保健マニュアルまたはガイドライ

ンを作成するとともに、２地域において地

域連携モデル研究を行う予定である。 
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